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形態をとっている．よって，JRの場合PropertyRight  

TlleOrユ・が成り立たなくなる可能性が強い．従って，本  

研究の意義もそこにあると考えて良い．  

2．国鉄の分割・民営化  

1985年に日本国有鉄道再建監理委員会は，国鉄が破  
綻した原因は，モータリゼーションの発達，航空機との  

競争の激化など交通体系の急速な変化に即応できなかっ  

たことであるとし，その理由は公社という制度のもとで  
の巨大組織による全国一元的な運営にあり，経営形態そ  
のものに内在する構造的矛盾にあるとした．このような  
見解に基づき，“日本国有鉄道改善法”が成立し，“JR”  
が誕生した．  

3．DEAにおける3つの時系列分析法   

本研究の特徴として，DEA法に基づいた3つの時系  
列分析法を用いて国鉄の分割・民営化の有効性に関する  

分析を行なう．ここで異なった分析手法を使う理由は，  
Clla∫11eS他（1988）で示された様に，違った研究手法は  

異なった実証結果を生み出すことがよくあり，この手  
法による結果へのバイアスを避けるために必要な処置  

である．さらに，各DEAモデルに持それぞれ分析上の  
特徴があり，国鉄の分割・民営化といったスケールの大  
きな政策決定問題の妥当性に関する分析に対しては，い  

ずれか一つだけの分析では不十分だからである．本節  

では，これら3つのモデルを示すこととする．また，い  
ずれのモデルでも‘‘変化”を墳として，変化前と変化後  

の二つの期間の効率性の時系列的な比較，検討を目的と  
して用いる．  

3．1 CrossSectionalApproach   

CrossSectiollalAl）prOaCllは，それぞれの年度の活  

動を，あたかも同時に活動する独立なDMU（Decision  
MakillgUnit）であるとして評価を行うものである．つ  

まり，“J，，は年度を表す添字となり，分析対象の年度  

の全ての集合ノとの相対比較を行うことになる．、   
このCross・SectionalApproachではこれらの効率値  

を変化の前後の2つのグループJ＝AUjヲに分け，そ  
れらのグループに違いがあるかどうかを，【1，2】で提案  

されている統計的検定法を用いて検証する．この方法  
はBallkertl】によって提唱され，その研究の中では，2  

つの異な・るDEA効率値のグループの比較を行なう仮説  

検定を提案している．さらに【2】では実際の時系列デー  

タに対してこの統計的検定法が使われている．本研究  

では，A（After）は変化後のJRとしての年度とし，β  

（Befbre）は変化前の国鉄の年度jの集合とする．  

3．2 Index Approach  

【3］で提唱されたIll（lexApproachでも同様に，分析  

対象となる年度全ての集合Jを変化の前後で2つのグ  
ループに分ける（）＝AUB）．．IlldexApproadhは期間  

Aに含まれるた番目の年度の活動と，他の期間月に含  

まれる活動全体との相対的な比較により，効率値β◆を  
算出する．この時徽によって，JRのた期企業成呆が国  

1． はじめに  

阿鉄は198丁年に分割・民営化され，．JRという新し  

い企業体集合に変わった．本研究では国鉄とJR．の企  

業効率の比較考察することで．国鉄の分割民営化が本  

’liに意味ある政策決定であったかどうかをDEA（Data  

Ellヽでlopl11elltAllalysis）の時系列分析によって実証的に  

調べてみる．   

この実証研究を行なう上で重安なことは，国鉄の分  

割・民営化の背景には，国鉄の抱えた膨大な赤字と，犀  

問企業は公的な企業より効率的に経営されるという経  

済学上のコンセプトに支えられていることにある．こ  

の考えは．経済学では”Prol）ertyRiglltTlleOry’’と呼ば  

れ東ヨーロッパを中心に国営企業の民営化を行う上で  

の理論上のベースになっている．確かに，公的企業の場  

介．民間企業が企業運営上必要な利益，企業効熱願客  

のニーズといったものを経営目標とする必要がなく，国  

家の社会基盤の整備や社会福祉の向上という別の組織  

rl標を求めることが常である．さらに，公的な産業には  

企業間の競争がなく、民間企業のような企業努力がなさ  

れないと考えられがちである．従って，Propert）▼Rigllt  

TllぐOrユ▼がiEしいと考えるのも無理がないし，この認識  

において国鉄の分割民営化に妥当性があると考えて良  

い．   

さて．本研究ではこのPropertyRightTlleOryに関  

して2つの疑問を提示することからはじめる．はじめ  

に．Prql）e叫・RiglltTlleOryは行政規制が欧米諸国より  

はるかに強い日本において成り立つのであろうか？民  

常化された後も運輸省の強い権限下にあるJR， 

企業体質を変化させ，企業効率を変化させうるものであ  

ろうか‘7国鉄職即まJR6社に割り振られ，JRマネジ  
メントも国鉄時代からのものを残していると思われ，国  

鉄の分割民営化が本当に妥当な決断であるかどうかに  

疑問が残る．二番目に、上述された疑問の妥当性は過去  

の研究を見てもわかる．例えばBoar（1111allalldVillillg  

（1989）の研究によると，1989年以前においてPropert）r  

RiglltTheoryに関して，55の研究がなされて，そのう  
ちBrllggillk（1982），Neuberg（1977）を含む6つの研  

究では、公的企業の方が民間企業よりも効率的に運営さ  

れていることが実証的に確かめられている．又，Becker  

all（1Sloall（1985），CavesandCllristensen（1980）を含  
む16の実証研究では、公的企業と民間企業との間に何  

らかの差が見られないことが確認されている．さらに，  

DぐAIpssi（1974）とSchlesingeralldDorwart（1984）を  
含むその他の33の実証研究はPropertyRiglltTlleOry  
のil：しさを認めている．   

これらのことからPropertyRightTheoryが常に正  

しいとは言えないことがわかる．この理論の妥当性は産  

業の種類，産業構嵐行政規制の強さ，工業化のレベル  

によって影響されてくる．さらに、国鉄の民営化で言え  

ば，．TR各社の株は大蔵省によって揺られ，株主は日本  

国政肘で，かつ民間企業という半官半民の特殊な企業  
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鉄時代のそれらと比較し，ん期の生産成長性を測定す  

ることが吋能となる．  

3．3 FDH－based Approach   

FDH（FrぐPDisl）OSalHl111）法は．Tl11kcll他【6】に提  

案されたモデルである．この方法は、それぞれの拍動問  

の友軋被支配（DolllillalL（・C／Noll（lolllillall云e）の関係  

から効率を偉く評価方法であり．混合0－1整数計画問題  

として定式化される．この効率性は．当該DMUを支配  

する活動の人力（あるいは出力）との比率で表わされる．  

Tl11kpllは論文【7】の中でFDHに基づいた、活動の進歩  

と退歩を測定する手順を提案している．この手．法は“ベ  

ンチマー ク集合’（t）ell（・11111al・kol）S（、1・Ⅵ止iollSe†．），，と呼ば  

れる拍動群との比較により進歩と退歩を評価する方法  

である．  

4．実証分析  

4．1 分析の枠組み及びデータ   

鉄軌道業の効率性分析を扱った研究として，A（lolpll一  

冊1．Corllia・al－（1Wal†・t†1・S（1989）や坂本【4】等があも．  

本研究では．第3セクター鉄道の効率性を分析した坂本  

の文献【4】の中で用いられている分析の枠組みを採用し  

た．また．国鉄・．JR．の効率性分析を行うために，入出力  

項巨iを多少変更したので以下に示す．  

表1：4つの効率性  

いでIll（lpxAl）1）rOaぐ11（Ⅰ．A．）によって，その変化の度合  

いを測定する．そして，それらの分析結果に基づいて評  
価を行う．これらの結果を表3に示す．  

表3：分割・民営化の前後め比較分析  

効率性  1987、1992  

い 0．1026・－0．0853  よ  

生産性  差がある・差がある 1．1308～1．3275  
収益性  差がある 差がある 1．0701～1．1905  
企業性  差がある 差がある 1．2679～1．2679  

5．結論と分割・民営化の是非   
本研究では3つのDEA，時系列分析手法を使い，国鉄  
の民営化の是非を実証的に検証してみた．この実証研  
究のコスト性，生産性，収益性，企業性に対する評価か  

ら，コスト性を除ぐ他の生産性，収益性，企業性の効率  
は，分割・民営化後JRに移行してから，かなりのペー  
スで向上してきていることが分析結果から実証された．  
従って，当初、国鉄を分割・民営化することで期待され  
る効果，それに伴う目標は，ほほ達成されていると考え  

られる．このことから，PropertyRighhtTheoryが行  

政規制の強い日本の鉄道産業においても，ほほ成り立つ  

と言えると考えられる．しかし，物価上昇があるにせよ  
コスト性の効率が悪化している点に，注意を払わなけれ  
ばならない．本研究で解ったように，民営化されたあと  
のJRでは，他の民間企業のようなコスト削減の努力が  
みられていない．その結果として分割・民営化後に国民  

は高いコストを支払わされ，JRの再建を手伝っている  
ことが解った．今度は，JR自身も経営努力によらてコ  
スト削減を行なう努力をする必要があると考えられる．  
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生産性  作業量  
収益性  事業量  
企業性   費用  

表2：入出力項目  

作業量  職月数，車両数・  
事業量 車両キロ、輸送人員数，輸送トン数  
効果量  営業収入   

なお，全てのデータの山典は鉄道要覧，鉄道統計年報  

の当該年度版からである．  

4J2 分析結果   

まず．CrossSectiollalA））prOaCllとIlldexApproacll  
による4つの効率性（コスト性、生産性，収益性，企業  

作）と．FDHによる4つの効率性について分析を行っ  

た．これらの結果の中で，FDHによる分析結果のかな  

り多くの年度が効率的となった．これらの結果から時  
系列的な変化の情報を得ることは排しいと考えられる．  
これはFDHの問題点である効率値が1■になりやすいと  

いう性質が確認されたものであり，現実の問題への適応  
の困難さを端的に表わすものであると考えられる．本  
研究ではこれ以降，FDH－l）貼e（1勾）prOaChを除く最初  

の2つの時系列分析法を用いて分析を進めて行く．   
またここで、分析結果を見ると，それぞれの入出力項  
【1の乗数（lll111句）rier）の値が0の項目が多いので本研  

究では，S11叩Slli他の論文【5】で提案されている乗数制  

約アプローチを用いて．改めて分析を行った．  

4．3 分析評価   

本節では、CrossScctionalApl）rOaChとIndexAp－  

l）1・Oa（・11による4つの効率性（コスト1阻生産性，収益  

惟，企業性）の分析結果それぞれについて，まずはじめ  
にCrossScぐtiollal・Approaぐ11（C．S．A．）で国鉄の分割・  

民営化の前後で効率値に変イ．とが起こったかを検証し，次  
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